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コンソーシアム型 NEDO プロジェクトにおける成功要因の分析 

 
 

吉田朋央， 下 ， 下満（ 行 人新 ル ー 産業技術 合開発機 ） 
 

 
1．は めに 

行 人新 ル ー 産業技術 合開発機 （以下、NEDO とする）では、 成 16 年度から

プロジェクト終了後の状況を する追跡調査を実施しており、アンケート及び アリング調査によっ

て得られた情報を分析し、プロジェクトマ ジメントにフィード ックさせる みを行っている。 
昨年度の報告では、「上市 品化（以下、実用化とする）」、「中止 中断（以下、中止とする）」及

びプロジェクト終了 後から実用化に向けた継

続的な取り組みを中止した「非継続」の 3 分類

24 事例についての アリング調査を基にケース

スタディーを行い、NEDO プロジェクトにおけ

る成功要因は図 1に示す 3条件によって大きく

されている について報告した 1）。 
 そこで、本報告では、同一プロジェクト内に

なるタイプの集中研が 数 在し、また、中間評

価 に 本的な体制 が実施された高分 材

料系プロジェクトをケーススタディーとして

定し、昨年度に明らかとなった成功要因に関する

検 を行うとともに、第 1 条件であるコンソーシ

アムによる相乗効果を発現させるための要素に

ついて考察を行ったので、その結果を する。 
 
2．調査  
（1） プロジェクト 

プロジェクト 高分 材料系プロジェクト 
実施期間 2001 2007 年度 
参加機関 プロジェクト開 （22 社、11 機関） 中間評価後（16 社、11 機関） 
テーマ数 プロジェクト開 （6 分類、51 テーマ） 中間評価後（2 分類、15 テーマ） 

（2）ケーススタディー  
研究開発を実施した 業 9 社に加え、プロジェクトリーダー（以下、PL とする）や 集中研を統

していたサブ PL 等 6 、及びプロジェクト に携わっていた関係 と中間評価 4 の合計

19 件について アリングを実施し、多 的な からの分析を行った。 
 
3．結果と考察 
3．1 プロジェクトが ち上がるまでの  
本ケーススタディーの である高分 材料系プロジェクトは、高分 の一次 及び高次 を

に制 することにより、本 、高分 が有しているポテンシ ルを引き出し、新機能が発現できる材

料を 出することを目的に 2001 年に ち上が

ったプロジェクトである。しかし、高分 の

を に制 する「 合」の 要性は本

プロジェクトが まる 13 年程前から 論され

めており、その後、いくつかの調査研究を

て 1997 年に 合系プロジェクトが ち上

がった。また、この 合系プロジェクトで

は、 で初めて 合の技術的優位性が確

図 1 NEDO プロジェクトにおける成功要因と PDCA サイクル 

図 2 高分 材料系プロジェクトが ち上がるまでの  
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認され、これを用いた後継プロジェクトとして高分 材料系プロジェクトと有機 EL 系プロジェクトが

ち上がった（図 2）。 
ここまでの れを整理すると、1980 年 後 から 1990 年 前 にかけての調査研究では、技術の可

能性を るための 位的なフィージ リティ スタディと基 研究が中 であり、1990 年 後 か

ら まった 合系プロジェクトでは技術の優位性を検 する発 型の 用研究であった。そして、

2000 年 前 から まった高分 材料系プロジェクトでは、 合系プロジェクトで検 された技

術と の技術とを集 融合させながら 々が目 す実用化に向けて 型の実用化開発に 手しな

ければいけない であったが、相 する 2 つの いが したままプロジェクトがスタートしていたこ

とがわかった。 
1 つ目はプロジェクトに する いの ップであり「 合の技術を出口まで たい」という

向のグループと「 合技術を に 化させたい」という発 向のグループが同一プロジェ

クト内に 在していた。2 つ目には「ナノテクノロジーを ー ードに 分 業種間の融合を図り

イノベーションを こしたい」という 向のグループと「ナノテクノロジーのプロジェクトを ち

上 たい」という発 向のグループが 在していたことに加え、ナノテクノロジーが目的と手段で

している現 も 受けられた。 しも、本プロジェクトが ち上がった 2001 年は、第 2 期 学技術

基本計画（2001 2005 年）で 4 分 が設定され、その 1 つに、ナノテクノロジー 材料が位 付

けられた年であった。また、これは 2000 年 1 に のクリントン 大統 がナショナル ナノテク

ノロジー イニシ ブ（NNI）を発 し、 の 研究開発課題にナノテクノロジーが位 けら

れたことを受けてのことであり、 的にもナノテクノロジーが り上がってきた であった。 
 
3．2 集中研の体制と実用化状況  
図 3 にプロジェクト開 の集中研体制と 2011 年現在の実用化状況を示す。プロジェクト開 に

設定された 51 テーマのうち、当初から明確な出口が設定されていたもののみを 出し、かつ、中間評

価 に行われた体制 後にも った 12 テーマのみを示したものである。また、テーマ は で示

し、その に当該テーマを実施した 業の業種を示している。さらには、プロジェクト終了後の 2008
2011 年現在までに実用化に至ったテーマは 、中止となったテーマは 、研究開発継続中であるテ

ーマは として示した。なお、 大学集中研と 大学集中研 は 図的に出口 向に向けて を図る

体制を しており、この 2 つの集中研のみに集中研をグルーピングする を加えて示した。なお、他

のテーマにおいても、実 には、 こかの集中研に しているが、出口 向に向けた 図的な を図

るという での体制 はされておらず、研究テーマが発 状 にあるか連携によるシナジーを め

ていない状 であったため集中研をグルーピングする を加えずに示している。 
これを ると、 図的に を図った 2 つの集中研においても、 く 的な実用化状況となってい

ることがわかる。A 大学集中研の場合、 数のポリマーをナノレベルでブレンドするリアクティブブレ

ンディング技術を A 大学が保有しており、こ

れを共通基盤技術として 社それぞれの出口

を目 す集中研であった。さらに、集中研に

集まった 業の出口産業も しないように

仕分けられており、 テーマが実用化に至っ

ている状況である。他 、B 大学集中研 の

場合、高強度繊維という 1 つの出口テーマに

してコン ティター5 社で 成されており、

テーマが実用化には至っていない状況であ

る。なお、研究テーマが発 状 にあるか連

携によるシナジーを めていない他の集中研

においては、実用化、中止、研究開発中がそ

れぞれ して 在している状況であった。 
 
3．3 体制 とシナジー  

上 した通り、本プロジェクトのスタート には いの ップが 在しており、 向と発

向の集中研が 在していた。そのため、中間評価 には、プロジェクト 体として「分 間連携の さ」

と「出口イメージの 明確さ」及び「基盤技術を担う大学等と 集中研との連携の さ」が され、

図 3 プロジェクト開 の集中研の体制と実用化状況 
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図 4 に示す通り、 向に向けたニーズプ

ル型の集中研体制をベースとして集中研が

成されたとともに、メカニズム解明や評価

技術を担う大学等の基盤技術はニーズプル型

の集中研を下 えする位 けとして役割分

担が明確にされた。また、NEDO を中 とし

て 的に展示会に出展したりサンプルマッ

ングを実施したりする等、より多くのユー

ザーを き 仕組が 入された。その結果、

中間評価後の体制は図 5に示す通りとなった。 
しかしながら、中間評価後に大 な が

みられた B 大学集中研 では、やはりテーマ

の せ集め は否めず、それぞれの 業が

の技術を基に なる出口を目 しているよう

な状況であり、集中研におけるシナジーにつ

いては えなかった。他 、当初から 図的

な を図ったA大学集中研とB大学集中研

では明確な違いがみられ、出口が仕分けら

れた A 大学集中研では 的な 相手とな

らないことからも毎 のように 発な 論が

集中研内で展開されていた一 、コン ティ

ターで 成された B 大学集中研 では他社の

状況を にしながら研究開発が進められる

「囚人のジレンマ」が発生していた。なお、

本プロジェクトでは「当該プロジェクトから

発生した成果情報は て共有する」といった

はあったものの、プロジェクトの初期段

階において知的財産の取扱いに関するルール

設定がされていなかった 、知的財産が出

めてきた段階から次第に情報を し めるよ

うになり、最終的には情報のコントロールが

能な状 に っていった。このような状況

が顕在化された後に知的財産のルール設定を

する みはされたがプロジェクト 体としての合 には至らず、当事 間レベルでの取り決めに まっ

てしまっていた。しかし、これは昨年度の報告でも した通り、初期段階に知的財産の取り扱いに関

するルール設定をしておくことが参画した 機関の知的財産と を る に必要な事項であり、これ

によって してコンソーシアム内に情報や技術を できるようになる。すなわち、初期段階におけ

る知的財産のルール設定は、成功要因の第一条件であるコンソーシアムによる相乗効果を発現させるた

めに必要な 1要素であり、本プロジェクトにおいても同様の現 が きていることが確認された。なお、

出口が仕分けられた集中研の場合、本質的に囚人のジレンマが発生し い環境にはなっている一 で、

共通となる技術が ければ 発な 論も展開されないことが新たにわかった。 
その結果、B 大学集中研 では 業 レベルの研究開発に まり、B 大学集中研 では囚人のジレ

ンマによってシナジーが発現していなかった。他 、 発な 論が展開された A 大学集中研では、他社

の研究開発成果も間 的に参考としながら 社の研究開発を進めるといった 的な がシナジー

を発現していた。ちなみに、A 大学集中研において 一中止となっている化学 B は、中間評価後に A
大学集中研に組み まれたテーマであり、 業として事業化しない が中間評価前に 決定されて

いたものであった。しかしながら、当該テーマは非 に優れた技術的成果を出していたことに加え繊維

A と近 した であったことから、 図的に A 大学集中研に組み まれたものであった。その結果、

ス ールに わる くて な 動 用 材料を目 していた繊維 A であるが、化学 B が得 とす

る と融合したことにより、 に 性 する特 なプ ス ックを発 した。さらに、NEDO
で実施した展示会やプレス発 、サンプルマッ ング等を通 、通 の 業 動では出会うことのない

図 5 中間評価後の集中研の体制と実用化状況 

図 4 プロジェクト開 の体制と中間評価後の体制 
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多種多様な産業と数多くのユーザーから注目を集めることとなり、ユーザーテストによって潜在化して

いたニーズを顕在化させることができている。また、条件が整ったものから順次カスタマーテストに移

行しており、スポーツ用品を皮切りに事業化され、徐々にマーケット規模が大きなものへと事業化が控

えている状況となっている。ちなみに、繊維 A が用いたベースポリマーは、繊維 A が強みとして保有

していたポリマーであり「当該ポリマーを用いた研究開発が成功した暁には、当該ポリマー事業部で受

け入れてくれるであろう」との想定もプロジェクトに参画する前から持っていた。まさに、枯れた（成

熟された）コア技術を基にしたオープンイノベーションとセレンディピティを上手く掴んだ事例である。 
次に、可とう性電線被覆材では、ハロゲンフリーで低環境負荷の被覆材を開発する目的は達成したも

のの、リサイクル技術が予想を超えて進展したことにより、ハロゲンフリーといった付加価値のみでは

コスト優位性が得られずに電線被覆材としては断念したものである。しかし、「これまでの成果を何と

かモノにしたい」という強い情熱が、電線被覆材よりも高速成型（低コスト化）が可能で、かつ、”しな

やかさ”と耐候性といった付加価値も付与された通信用ケーブルの被覆材として実用化したものである。 
最後に、ダイボンドフィルムであるが、これは化学 A が強みとして保有していた 2 種類のポリマーが

最先端のリアクティブブレンディング技術によって融合され新機能発現を得たものである。繊維 A の事

例とも近いが、枯れた（成熟された）技術同士が先端技術によって融合され新しい付加価値が生まれた

事例である。さらに、本テーマでは、基盤技術を担う大学等がメカニズム解明や評価技術も行い、これ

が理論的な裏付けとなって研究開発のスピードが飛躍的に向上し、追随する他社を圧倒的に引き離して

いた。まさに、産学がそれぞれの役割分担の下に成果を発揮した産学連携の事例でもある。 
以上、集中研毎の特徴の違いと A 大学集中研におけるテーマ毎の特徴の違いについて事例を示したが、

A 大学集中研においては、多少の濃淡はあるものの共通して「連携によるシナジー」、「ユーザーの関与」、

「モノにしようとする情熱」がみられた。なお、昨年度に実施したアンケート調査を統計的に解析した

結果では、プロジェクト実施期間中に「技術課題の克服」と「研究開発のスピードアップ」が実現され、

かつ「コスト課題の克服」と「事業化シナリオ

の想定」までが実現されればプロジェクト終了

後も実用化に向けた継続的な取り組みが実施

されることがわかっており、プロジェクト実施

期間中に市場、特許、技術の 3 動向が調査され

ているか否かによって、その後、実用化に至る

か中止となるか社内の判断基準となっている

こともわかった。まさに、「技術課題の克服」

や「研究開発のスピードアップ」は少なくとも

NEDO プロジェクト内では成功要因の第 1 条

件であるシナジーとも関係する項目であり、

「コスト課題の克服」や「事業化シナリオ」は

第 2 条件であるユーザーの関与とも関係する

項目である（図 6）。 
 
4．結論 
本調査によって、昨年度に報告した 3 条件が成功要因となっていることが確認された。また、第一条

件である「コンソーシアムによる相乗効果」を発現させるための要素としては「目的と役割分担を明確

にして共有すること」「初期段階に知的財産の取扱いルールを設定すること」「モノにしようとする情熱

を持たせること」以上の 3 要素が関係していることが示唆された。また、必ずしも出口が仕分けられて

いる体制が囚人のジレンマを防ぐ本質的な解決策とはならないが、1 つの手段としては効果的であると

考えられる。すなわち、NEDO プロジェクトが成功に至るまでの過程は次の通りである。コンソーシア

ムによる相乗効果によって研究開発がスピードアップされ早期に技術課題が克服される。その後、ユー

ザーが関与することによって真のニーズが顕在化されるとともにコスト課題や事業化シナリオが明確

化される。なお、本調査を実施している過程において、これらの 3 条件と 3 要素が満たされた繊維材料

系のプロジェクトが一昨年度に終了していることが明らかとなったので、今後の検討課題としたい。 
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図 6 継続/非継続及び実用化/中止となる判断基準 




